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[30, 69, 86, 89, 95]が重要な概念としてあげられる．
柔軟性の定義は，製品開発，情報システム開発で様々に捉えられている．製品
開発では，製造の柔軟性を対象とし，柔軟性を事業環境の変動に適応した生産
対応力や，変更の増加に対応できる能力と捉えたもの [22, 42, 93]が多い，という
指摘がある [13]．情報システム開発ではSalmela et al.[84] が，ユーザ要求，事業プ
ロセス，企業組織の変化に対し，内外のコンピテンスを統合，構築，再構成する
能力と捉えている．Salmela et al.[84] は，集団組織の適応能力をFlexibility，個人
の変化への適応能力を Agilityという言葉でそれぞれ表現している．また，
Salmela et al.[84] はシステム機能開発と人的資源管理の施策に還元できる観点
で，「ITインフラ ([16, 29]など)」，「情報システム開発 ([6, 34, 35, 83, 87, 102]など)」，
「情報システム人材のプロフェッショナルスキルとコンピテンス ([14, 66]など) 」，





表 2.1: 製造柔軟性 [22]と情報システム柔軟性 [34]
事 業 段 階 製 造 柔 軟 性 情 報 シ ス テ ム 柔 軟 性 類 似 点
開 発 戦 略 1．Modification flexibility 1．Flexibility to Use 1．改 良 開 発 が 主 体
（ 設 計 ） 2．New product flexibility 2．Flexibility to Change 2．新 規 開 発 が 主 体
3．Mixed flexibility 3．1．と 2．は 比 重 を 扱 う の で ，
Mixed flexibility が 含 ま れ る
運 用 1. 開 発 戦 略 に 合 わ せ た 1．開 発 し た シ ス テ ム で 実 行



























著 者 選 択 の 入 力 条 件 戦 略 の 選 択 肢 選 択 影 響 補 足 説 明
Miller, 製 品 ラ イ フ サ イ ク ル ， B, C Q, D, FP 改 良 製 品 と 新 規 製 品
and Roth[69] 営 業 力 ，設 計 力 の 製 造 柔 軟 性 に 関 す る
な ど 条 件 項 目 の 抽 出
Suarez et al.[93] 生 産 量 の 変 動 B Q, C，D 改 良 製 品 と 新 規 製 品 の
企 業 の 事 業 環 境 製 造 柔 軟 性 に 関 す る
プ ロ セ ス 条 件 分 析
Das[22] 購 買 力 B Q，C，FP 改 良 製 品 と 新 規 製 品 の
生 産 技 術 力 製 造 柔 軟 性 に 関 す る
プ ロ セ ス 条 件 分 析
Mikkola, モ ジュー ル の C DI 製 品 機 能 の モ ジュー ル 度 を
and Gassmann[68] 結 合 度 数 式 モ デ ル で 評 価 し ，
標 準 化 す る 部 品 や
イ ン タ フェー ス を 決 定
Ulrich[97] イ ン タ ー フェー ス 仕 様 B DI 製 品 機 能 の ア ー キ テ ク チャ
生 産 プ ロ セ ス な ど 分 類 と 標 準 化 す る 部 品 と
イ ン タ ー フェー ス 仕 様 策 定
Voss, モ ジュー ル の B 　 DI サ ー ビ ス 機 能 の
and Hsuan[101] 結 合 度 モ ジュー ル 度 を 数 式 モ デ ル
で 評 価 し ，標 準 化 す る
プ ロ セ ス を 決 定
Gebauer, 事 業 プ ロ セ ス A, B C シ ス テ ム 柔 軟 性 を
and Schober[34] 考 慮 し た ア ー キ テ ク チャの
経 済 性 評 価
Schober, 事 業 プ ロ セ ス 　 A, B C 　 Gebauer and Schober の
and Gebauer[87] シ ス テ ム 特 性 シ ミュレ ー ション 評 価
Gebauer, 事 業 プ ロ セ ス A, B, C C Gebauer and Schober の
and Lee[35] プ ロ ジェク ト 特 性 ERP（ 電 子 購 買 ）シ ス テ ム
の 事 例 研 究
表 2.2 の ア ル ファベット，略 号 の 凡 例
戦 略 の 選 択 肢 　 A：開 発 要 否 ，B：開 発 指 針 ，C：運 用 指 針/製 造 指 針




















マネジメントの研究 [68, 97, 101]からも検討される．生産量の柔軟性においては，
プロセスにおけるタスクの変動や集中度を評価する．表2.2に示す製品開発の事例































多く検討されている ([22, 34, 59, 63, 69, 87, 90]など）．これらの中には，情報シス



















発戦略 [22, 69, 93]と同様に，サービスの事業プロセスに対し情報システムの柔軟



































































著 者 整 理 す る 情 報 優 先 度 の 計 算 可 視 化 補 足 説 明 　
大 森 [73, 74] C D D ソ フ ト ウェア QFD の 理 論 構 築 　 　 　
Case：業 務 ア プ リ ケ ー ション を 想 定
秋 庭 [2] B A B 満 足 度 貢 献 と 所 要 コ ス ト に 基 づ く
機 能 選 択
Case：洗 濯 機 ，冷 蔵 庫
Karlsson, B B B 優 先 度 ア ル ゴ リ ズ ム の 比 較 研 究
and Ryan[56] 　 Case：無 線 監 視 シ ス テ ム ，
Davis[24, 25] A B C 開 発 期 間 に 対 す る 信 頼 性 の 達 成 確 率
に 基 づ く 機 能 選 択（ 要 求 の ト リ ア ー ジ ）
Case：開 発 プ ロ ジェク ト の リ リ ー ス 計 画
Herzwurm, C D D ソ フ ト ウェア QFD の テ ン プ レ ー ト 提 案
and Schokert[40] 　 　 Case：企 業 情 報 シ ス テ ム（SAP R/3Diary）
水 山 [70] B C C 線 形 計 画 法 を 用 い た 製 品 差 別 化 戦 略
Case：仮 想 的 な 洗 濯 機 の 事 例 デ ー タ
太 田 ，古 賀 [77] C D D 顧 客 と 企 業 の 合 意 形 成 の た め の
ファジィQFD
　 Case：洗 濯 機 の ア ン ケ ー ト 調 査
Delice, B C C 狩 野 モ デ ル を 用 い た 製 品 企 画
and Gungor[26] 　 Case：PC ディス プ レ イ の サ イ ズ 検 討 　 　 　
Juan et al.[52] B C C ファジィQFD を 用 い た 業 者 選 定
　 　 Case：住 宅 改 装 工 事 の 施 工 業 者 選 定
表 2.4: 表 2.3の評価基準
整 理 す る 情 報 優 先 度 の 計 算 可 視 化
A：要 求 品 質 ，機 能 ，コ ス ト の 関 連 ， A：手 法 の 理 解 が 簡 単 で 以 下 の 4 つ の 項 目 に つ い て
要 求 品 質 の 重 要 度 （ 必 要 性 と 適 時 性 ） 表 計 算 ソ フ ト の み で 対 応 可 能 ・コ ス ト に 対 す る 充 足 度（ 満 足 度 ）
・充 足 度 の 要 求 品 質 構 造
B：要 求 品 質 ，機 能 ，コ ス ト の 関 連 ， B：手 法 の 理 解 に 時 間 を 要 す る が ， ・重 要 度 の 変 更 に 伴 う 充 足 度 変 化
要 求 品 質 の 重 要 度（ 必 要 性 ） 表 計 算 ソ フ ト の み で 対 応 可 能 ・要 求 品 質 の 達 成 度
C：要 求 品 質 と 機 能 の 関 連 ， C：手 法 を 適 用 す る た め の ソ フ ト A：4 つ す べ て の 要 素 に 対 応
要 求 品 質 の 重 要 度（ 必 要 性 ） （ ソ ル バ ー ）が 必 要 B：2 つ ，ま た は 3 つ の 要 素 に 対 応
C：1 つ の 要 素 に 対 応












































































研 究 領 域 意 思 決 定 向 け IS IS 導 入 IS の 技 術 受 容 IS 開 発 の 成 功 要 因 　
品 質 評 価 の 背 景 導 入 プ ロ セ ス 利 用 者 の 経 験 ， 性 別 ， 利 用 者 の 所 属・肩 書
年 齢 ，所 属 組 織 の ソ フ ト ウェア タ イ プ
　 社 会 的 な 影 響
プ ロ セ ス ／ デ ー タ 品 質 シ ス テ ム 品 質 情 報 品 質
ソ フ ト ウェア 品 質 （ 使 い 勝 手 ，利 便 性 ） シ ス テ ム 品 質
　
プ ロ セ ス ／ 意 思 決 定 導 入 影 響 利 用 意 図 を 通 じ た 個 人 あ る い は 組 織 へ の
ソ フ ト ウェア 処 理 へ の 影 響 利 用 行 動 へ の 影 響 成 果 影 響
品 質 影 響 　
関 連 研 究 Barkin Lucas[65] Davis[23] DeLone
and Dickson[12] Hartwick Vnekatesh[99] and MckLean[27]
Yuthas and Barki[39] Goodhue
and Young[103] and Thompson[37]
Burton-Jones, and Andrew[15] を も と に 筆 者 作 成
表 2.5の整理は，Burton-Jones, and Andrew[15]を参考にしている．測定モデル
は，測定指標（[8]など）と，その指標による構成概念を構成要素とし，要素間の
関係性を表現している．Burton-Jones, and Andrew[15]に従うと表 2.5に示す関連
研究は，意思決定のための情報システム ([12, 103]など)，情報システムの導入
([39, 65]など)，情報システムの技術受容（[23, 99, 100]など），情報システムの開


















著者 利用者の背景 品質評価 品質影響 補足説明
DeLone, IQ, SQ IP, OP 定型性と業務横断性で
and MckLean[27, 28] 分類する業務分析
Goodhu, JT IQ , SQ IP task technology fit研究で
and Thompson[37] ソフトウェア品質と
業務適合性を同一視
ISO/IEC 9126[46] IQ(機能的) IP, S 国際標準規格
SQ(非機能的) ソフトウェア品質と
利用時の品質を規定
Iivari[44] IQ, SQ IP 品質と個人の成果影響
を因子相関で分析
Venkatesh, O SQ D, F, I 技術受容（導入）















規格として，ISO/IEC 25010[48]がある．ISO/IEC 25010[48]は，ISO/IEC 9126[46]
にソフトウェア製品評価（ISO/IEC 14598[45]）を統合して改善・強化したもので
ある．発展経緯の指針の詳細については，ISO/IEC 25000[47]のSQuaRE(Software
product Quality Requirements and Evaluation)の指針において述べられている．個
人と組織の双方の成果影響を分析するDeLone, and MckLean[27, 28]の提案モデル
に対し，Iivari[44]は個人の成果影響に特化して因子相関を分析する測定モデルを



























































































































されている．オペレーション管理の分野 ([22, 42, 93]など)でBernardesら [13]は，柔
軟性は製造の柔軟性（manufacturing flexibility）を対象とし，事業環境の変動に適
応した生産対応力や，変更の増加に対応できる能力と定義されることが多い，












析する製造柔軟性を高める開発戦略の研究 [22, 69, 93]と共に，情報システムのプ
ロセス柔軟性に関するGebauer, and Schoberの研究 [34]に着目する．この研究 [34]
は，システム柔軟性分析の入力に事業環境を考慮する事業プロセス特性を扱い，
柔軟性戦略への影響とコスト効率性を分析している．ソフトウェア機能配備の

















































解析，および報告書作成の4つのタスクがある．4つのタスク量をT1, T2, T3, T4と
















ツ曲線 [64]の関数表現には，Ortega et al.[76]が提案した
Lv(x) = x
v(1− (1− x)1−v) (3.1)
を用いる1．
時間の深刻度













観点で，ユール分布の形式でローレンツ曲線を表現したOrtega et al. [76]の提案式を採用してい


























px1　　 (0 ≤ x1 ≤ 1) (3.2)
とする．























I(x1) = a+ bLv(x1) (3.5)
31



































































モイド関数を応用し，立ち上がり度合を表現する t(0 ≥ t ≥ 1)を導入して
Qt(x) = 1/ (1 + exp(−60(1− t)(x− t))) (3.10)
















式 (3.10)を式 (3.5)に反映した初期コスト Iは，タスク累積率 x1を用いて







U(x2) = cy + eLv(x2)Qt(x2) (3.12)
と書き換えられる．なお，先行研究 [34]は，タスク累積率xによらず常に品質は
最大値 1が得られることになる．すなわち式 (3.10)における任意の xについて
Qt(x) = 1が成り立つ場合に相当する．
3.3.5 提案モデルの総コスト算出と戦略決定
I, U , O, Mの合計を総コストとし，式(3.13)に示される総コストの最小化問題を解
く．得られた解x1とx2から式(3.2)，式(3.3)，式(3.4)の柔軟性戦略の配分が定まる．
Minimize I(x1) + U(x2) +O(x1, x2) +M(x1, x2) (3.13)
subject to 0 ≤ x1, x2 ≤ 1
ここで，aからgの設定変数とその意味を表3.1にまとめる．表3.1の設定値は，後
述する 3.4章の事例分析に用いられる．





















































率x1, x2から式 (3.2)，式 (3.3)，式 (3.4)により戦略配分が決定される．従って，最
小コストになる戦略配分のサンプルは，1つの事例で60（= 3× 2× 2× 5）サンプ
ルが得られることになる．また，Gebauer and Schober[34]についても同様の探索









る．このとき，サンプル i(i = 1, 2, ..., 60)について各説明変数の設定値 pi，vi，ri，
tiにおける被説明変数 Yiの回帰式は，
Yi = α+ β1pi + β2vi + β3ri + β4ti + β5(10(pi − 0.5)(ti − 0.5))
+ β6(10(vi − 0.5)(ti − 0.5)) + β7(10(ri − 0.5)(ti − 0.5))










とき，サンプル i(i = 1, 2, ..., 60)について各説明変数の設定値は，pi，vi，riとなる
ため，式（3.14）の回帰式は，














































































































































Ratio 2がERPと同様に1に近い値となるように，TSSS 6のfを設定したTSSS 4を















480となる．サンプル i(i = 1, 2, ..., 480)について各説明変数の設定値pi，vi，ri，ti，
(Ratio 1)i，(Ratio 2)iにおける被説明変数 Yiの回帰式は，
Yi = α+ β1pi + β2vi + β3ri + β4ti + β5(10(pi − 0.5)(ti − 0.5))
+ β6(10(vi − 0.5)(ti − 0.5)) + β7(10(ri − 0.5)(ti − 0.5))
　　　 + β8(Ratio 1)i + β9(Ratio 2)i




Y を設計変更への柔軟性を重視する開発戦略の比重 (1− p)x2とした場合と，マ
45
表 3.5: 追加事例における事業プロセス特性と技術難易度が柔軟性戦略に及ぼす影響
ニュアル実行の比重1− px1 − (1− p)x2とした場合のそれぞれについても，同様の
回帰分析を行う．
回帰分析の結果を表 3.5に示す．表 3.5のGSモデルの結果は，表 3.3と同様に
Gebauer, and Schober[34]のモデルに適用して得られた結果を表す．GSモデルにつ
いても同様に 480サンプルを得ており，式（3.16）の回帰式は，
Yi = α+ β1pi + β2vi + β3ri
　　　 + β4(Ratio 1)i + β5(Ratio 2)i + ϵi, ϵi ∼ N(0, σ2) (3.17)
としている．表3.5のGSモデルでは，式（3.17）の定数項αと偏回帰係数β1からβ5
を求める．なお，ϵiは式（3.16）と同じく誤差項である．
提案モデルについて，事業プロセス特性p, v, rと技術難易度 tが柔軟性戦略の
それぞれに及ぼす単独影響の結果は，表3.5と同様である．また，集中度vと技術
難易度 tがマニュアル実行に及ぼす交互作用が及ぼす影響結果についても，表3.5






































































Qt(x1) = 1, Qt(x2) = 1がそれぞれ成り立つ傾向に近づくためと考察できる．さら
に，Ratio 2が1未満のTSSS 5からTSSS 7の結果は，提案モデルとGSモデルのい
ずれも差違がほとんどない．これは開発のコスト割合が低いため，提案モデル
とGSモデルの両方のモデルで開発を推奨している結果と理解できる．




































































































































含む開発企画等 [1, 2, 17, 24, 26, 40, 56, 70, 77]のアプローチが存在する．情報通信
系の業界は，技術変化が速く，業務が不確実な特徴がある．このような業界で
は，機能間の影響を迅速に把握できるようにするため，複数の要求品質群や機






[2, 24, 40, 56]を参考にする．
4.2.2 得点計算による開発機能の優先度決定に関する手法
前述の表2.3では，機能選択の先行研究を紹介した．ここでは表2.3の先行研究


















































































た機能 j を整理する．その総数を J とする．要求品質 i(i = 1, 2,…, I)と機能
























次に，発注者は，開発者から対応する機能 j(j = 1, 2,…, J)の情報を入手する．
このとき機能は，実現可能な機能の組み合わせを一式として提示される．この
一式を機能セットk(k = 1, 2,…,K)とし，総数をKとする．従って，機能総数Jは，
全ての機能セットを網羅するのに必要な数となる．選択状態xjkは，機能jが機能
セットkに含まれるか否かを表す．選択状態xjkは，機能 jが機能セットkに含まれ
る場合にxjk = 1，含まれない場合にxjk = 0とする．干渉計算は，希望波と干渉
波に識別される複数の電波について計算された受信電力の結果に基づく．従っ
て，干渉計算の機能を実現するには，受信電力計算の機能を実装していること
が前提となる．例えば，機能セットk = αの干渉電力計算が機能 j = βで，受信電































































































機能が全部で 65個ある．従って，関連度 ρij は，要求品質 i(i = 1, 2, ..., 32),機能
j(j = 1, 2, ..., 65)において，各値を設定している．各要求品質の重要度wiは，5人
の評価値の平均に基づき，必要性と適時性の評価値の積としている．
次に，発注者が開発者から入手した機能セット k(k = 1, 2, ..., 7)ごとに，機能


































能群A(j = 1, 2, ..., 32)のみ，機能群B(j = 33, 34, ..., 65)のみ，およびAとBをフル実
装した機能セットを，それぞれセット 1，セット 2，セット 3とする．従って，セッ































































































































































































































影響の要因を考察する概念モデル構築にはDeLone, and McLeanの研究 [27, 28]が
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3 　ソフトウェアツールを用いてサービス商品を 　　 1．全くそう思わない








5 　 Software xは他のシステムとの連携がとりやすい No.3と同じ
　 (統合性) 　
6 　 Software xはエラーが発生した場合にすぐに No.3と同じ
　回復できる　 (信頼性) 　
7 　 Software xは使いたい機能が使いやすい No.3と同じ
　 (操作性) 　
8 　 Software xの出力情報は顧客に対して説明が No.3と同じ
　できる程度，信用できる　 (信憑性) 　
9 　 Software xは課題解決に向けた様々な No.3と同じ
　試行がしやすい　 (試行) 　
10 　 Software xにより提供できる情報の品質が No.3と同じ
　高まった　 (情報提供) 　
11 　 Software xによりサービス提供において顧客との No.3と同じ
　議論の質が高まった (顧客対応) 　
表 C.2: 基本統計量 (延べサンプル数 N=85)
No. 1. 開 発 2. 提 供 3. 統 合 性 4. 信 頼 性 5. 信 憑 性 6. 使 用 性 7. 試 行 8. 顧 客 9. 情 報
　 業 務 意 識 業 務 意 識 対 応 提 供
平 均 　 3.84 3.62 3.52 3.36 5.04 4.02 4.48 4.36 4.86
標 準 偏 差 　 2.12 1.99 1.32 1.35 0.93 1.32 1.27 1.27 1.18
中 央 値 　 4.00 4.00 4.00 3.00 5.00 4.00 5.00 4.00 5.00
最 頻 値 　 1.00 5.00 4.00 2.00 5.00 4.00 5.00 4.00 5.00
最 大 値 　 7.00 7.00 6.00 7.00 7.00 7.00 7.00 7.00 7.00
最 小 値 　 1.00 1.00 1.00 1.00 3.00 1.00 2.00 1.00 1.00
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表 C.3: 相関係数
No. 1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9.
1. 開発業務意識 1.00
2. 提供業務意識 0.46 1.00
3. 統合性 -0.28 -0.09 1.00
4. 信頼性 -0.14 -0.26 0.17 1.00
5. 信憑性 0.10 -0.03 0.03 0.01 1.00
6. 使用性 0.00 0.04 0.29 0.26 0.17 1.00
7. 試行 -0.16 0.03 0.10 0.20 0.10 0.15 1.00
8. 顧客対応 0.12 0.11 0.13 -0.05 0.30 0.08 0.47 1.00
9. 情報提供 0.13 0.09 0.09 0.02 0.33 -0.02 0.41 0.66 1.00
図 C.1: 被験者の利用経験
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図 C.2: Cronbachの α算出結果
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